
O施策一覧
長寿社会課

業費(介護分)

高齢者の社会参加促進・表彰事業 (医療介護基金 )
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単位 :千円

名 事   J目   名 29年度 予算事

79,032 79,376 ▲ 341

79,032 79,376 ▲ 341

79,032 79,032 0 108

日常生活自立支援事業

うち 生活支援員養成研修補助金 (基金)

うち 日常生活自立支援事業補助金

344 ▲ 341

2,364 1,171 1,193

1082,364 1,171 1,193多重的見守リネットワーク総合対策事業

見 対策事業費

1,808 1,400 408

1,808 1,400 408 109(医療介護基金)

民間

674,053 699,160 ▲ 25,107

17,623 21,219 ▲ 3,596 109

38,837 43,115 ▲ 4,278 110

601,798 607,782 ▲ 5,984 111

15,795 27.044 ▲ 11,249 111

マン′

福祉人材センター運営事業費

介護福祉士修学資金等貸付事業

介護人材確保対策事業(医療介護基金 )

社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付費

198,184 187,909 10,275

198,184 187,909 10,275職員給与費

481,794 474,025 7,769

112481,794 474,025 7,769軽費老人ホーム事務費補助金

1995 4,155 ▲ 2,160

1,995 4,155 ▲ 2,160

1623 2,075 ▲ 452

148 1,579 ▲ 1,431

221 501 ▲ 277

うち 老人福祉計画及び介護保険事業支援計画

一般老人福祉費

その他事務費等

うち 介護給付適正化推進特別事業

8,844 8,989 ▲ 145

8,841 8,989 ▲ 145 112長寿者慶祝費

長

柿 構 医 慮 ・ 673,580 1,456,632 ▲ 783,052

11,945 0 11,945 112次世代の介護人材養成促進事業 (医療介護基金 )

12,947 0 12,947 113ターゲッHこ応じた介護人材確保・育成事業(医療介護基金 )

2,292 0 2,292 113職場環境改善取組事業所の宣言制度推進事業(医療介護基金 )

6,773 6,066 707 114経営・労働環境改善支援事業(医療介護基金 )

4,362 0 4,362 114介護入門者の育成・参入促進事業(医療介護基金 )

115外国人介護職員の確保・定着支援事業 (医療介護基金 ) 620 C 620

5,202 C 5,202 115介護ロボット・ICT導入促進事業(医療介護基金 )

115介護職員等によるたんの吸引等研修事業費 (医療介護基金) 4,327 7,304 ▲ 2,977

17,300 17,300 0 116介護職員等定着支援事業(医療介護基金)

介護支援専門員リーダー養成支援事業(医療介護基金) 2,760 C 2,760 117

0 3,55C ▲ 3,550 117介護支援専門員機能訓練資質向上研修事業 (医療介護基金)

7,328 8,555 ▲ 1,227 118認知症ケア人材育成研修事業 (医療介護基金 )

0 1,968 ▲ 1,968 120認知症地域支援施策推進事業 (医療介護基金)

2,916 2,988 ▲ 72 120歯科医師・薬剤師の認知症対応方向上研修事業 (医療介護基金 )

120看護師の認知症対応方向上研修事業 (医療介護基金 ) 2,477 1,769 708

8,990 16,812 ▲ 7.822 121地域包括ケアシステム構築加速化支援事業(医療介護基金 )

医療・介護多職種連携研修ネットワーク構築事業 (医療介護基金 ) 3,652 0 3,652 121

11,79電 0 11,793 122介護予防・重度化防止推進事業(医療介護基金 )

5,61フ 9,593 ▲ 3,976 122介護予防・生活支援体制整備事業(医療介護基金 )

20,76G 15,942 4,824 123地域リハ活動支援体制整備総合事業(医療介護基金 )

4,69フ 9,655 ▲ 4,958 123在宅医療・介護連携強化事業(医療介護基金)

C 10,014 ▲ 10,011 124在宅医療充実のための訪間看護等体制整備事業 (医療介護基金 )

10,358 0 10,358 124訪間看護サポートセンター事業(医療介護基金 )

125在宅医療推進研修等事業費(医療介護基金) 2,345 2,345 0

0 6,637 ▲ 6.637 125在宅支援リハビリテーションセンター整備事業 (医療介護基金 )

地域密着型施設整備助成等事業 (医療介護基金) 507,897 1,305,033 ▲ 797,136 126

16,216 16,000 216 126介護人材確保対策地域連携支援事業 (医療介護基金 )

介護未経験者等への参入促進事業(医療介護基金 ) 0 2,304 ▲ 2,304 127

0 10,297 ▲ 10,297 127介護職員等研修参加促進事業(医療介護基金 )

2, ▲ 128



O施策一覧
長寿社会課

単位 :千円
墓  華  名 事  項   名 29年層 予霊

り

介護予防推進事業

うち 介護予防市町村支援事業

0 978,468 ▲ 978,468

0 6,736 ▲ 6,736 128

0 6,736 ▲ 6,736 128

0 971.732 ▲ 971,732 129

地域支援事業交付金

1,237,786 0 1,237,786

1,237,786 0 1,237,786 129

老人 費

老人クラブ等育成事業

うち 地域支え合い等推進事業

うち 老人クラブ事業

うち 市町老人クラブ連合会事業

うち 県老人クラブ連合会事業

うち 長崎県老人クラブ連合会運営費助成事業

老人クラブ研修費補助金

66,403 70,183 ▲ 3,780

66.403 67,183 ▲ 780 120

2,224 0 2,224 129

35,765 36,053 ▲ 288 130

21,629 22,258 ▲ 629 130

4,698 6,305 ▲ 1,607 131

2,087 2,567 ▲ 480 131

0 3,000 ▲ 3,000 132

うち 認知症高齢者地域支え合い事業

うち 認知症介護研修事業

うち 認知症疾患医療センター運営事業

うち 若年性認知症自立支援ネットワーク

認知症サポートセンター事業

離島の認知症施策強化事業費

42,876 36,909 5,967

23,998 24,540 ▲ 542 132

3,067 3,067 0 132

931 846 85 133

20,000 20,000 0 133

0 627 ▲ 627 134

8,155 0 8,155 135

10,723 12,369 ▲ 1,64G 135

明るい長寿社会づくり推進機構費

元気高齢者の活躍促進事業

生涯現役促進地域連携事業費貸付金

介護実習・普及センター事業費

長寿社会対策推進運営費

81,159 85,44g ▲ 4,289

47,295 53,985 ▲ 6,690 13G

21,157 0 21,157 137

10,000 10,000 0 137

0 18,284 ▲ 8ヽ,284 138

2,558 2,558 0

149 621 ▲ 472 138

特別 ム等整備費

老人福祉施設スプリンクラー設備緊急整備事業費

指導監督事務費

19消 ,283 329,847 ▲ 138,561

190,071 328,599 ▲ 138,528 139

138 171 ▲ 36 139

1,071 1,071 0

苦情処理業務支援事業費

運営適正化推進事業費

財政安定対策費

法定給付対策費

得促進特別支援事業

介護保険審査会運営事業費

介護支援専門員関

保険者指導費

認定従事者等研修事業費

低所得者等対策特別措置費

離島高齢者支援事業費

ス情報の公表事業

18,991,632 19,010,075 ▲ 18,443

821 821 0 140

4,560 9,928 ▲ 5,368 141

2,533 2,532 1 141

18,945,800 18,938,120 7,680 142

5,915 25,801 ▲ 19,889 143

5,334 5,866 ▲ 532 143

3,621 3,743 ▲ 119 144

3,855 4,229 ▲ 374 144

6,837 6,921 ▲ 84 145

10,794 10,507 287 145

267 312 ▲ 45 147

1,292 1,292 0 147

0 2,020 ▲ 2,020

0 2,020 ▲ 2,020 148

費(医療分)

在宅歯科診療ネットワーク構築事業(医療介護基金)

在宅医療推進研修等事業費(医療介護基金 )

在宅歯科医療推進事業費(医療介護基金)

在宅医療確保推進事業費(医療介護基金)

10,267 23,091 ▲ 12,824

7,922 7,922 148

2,345 0 2,345

0 7,387 ▲ 7,387

0 15,704 ▲ 15,704 148

課 計 22,743,060 23,448,858 ▲ 705,798
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日常生活自立支援事業

<事業目的>
判断能力が不十分な者鰯矢Π症高齢者、知的障害者、精神障害者なDに対して、福祉サービスの利用援助等を行うこと1こよ

り、地域において自立した生活が送れるよう支援する。

<事業内容>
1.福祉サービスの利用援助(福祉サービスの利用。終了手続、利用料の支払等)

2.金銭管理サービス(預金の払い戻し・預け入れ、家賃などの支払い等)

3.生活改善のための情報提供、助言、手続きの援助

4.書類等預かり(定期預金通帳、銀行印、契約書類、不動産権利証Э

利用料 1回 1,000円 l本目談、調査、支援計画の策定等、契約締結までの支援は無料)

生活保護受給者は無猟 H30.3月末現注、生活朱護受給者 517名 )

<事業実績>
年度 実利用者数伏 l 専門員(配置l(人 l 専門員(予算l(人)

29 1,109 45 26

28 1,034 43 25

27 913 42 25

多重的見守リネットワーク総合対策事業

<事業目的>
関係機関、関係団体等と協議組織を設置し、役割分担を明確にし′淡がら、連携と協働のもと多重的見守り対策を実施する。

また、九州地方知事会においても、九州・山口が一体となつた各種取組を実施することとしている。

<事業内容>
・九州知事会で実施が決定した「多重的見守リネットワーク九州・山ロモデル」の一環として、九州・山口で統一した見守り

の啓発に係るCMの放映
・県見守リネットワーク推進協議会を設置し、県と民間事業者間の協定締結や高齢者等見守リネットワークづくり支援マニュ

アル改訂に向けた検討、ICT・IoTを活用した高齢者等見守リシステムに係る意見交換会の開催

<事業実績>
〇 県と民間事業者との見守り協定締結(事翻

平成 29年度末時点 9事業所          ィ
O九州地域戦略会議のプロジェクトチームにおいて、多重的見守リネットワ●ク九州モデルの検討略実施
・九州地方知事会と経済団体との間で見守り共同宣言の実施
。市町の取組に資するための事例集の作成
・県域を越えた認知症高齢者徘徊への協力体制の構築のための認知症高齢者等捜索依頼様式の統一

・「ICTを活用した見守リシステム」の開発・普及に向けて国への要望を実施 (九州各県保健医療福祉主管部長会議l

実 施 主 体 県 負担害J合
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金(国 1/2県

1/2)

平成 30年度予算 79,032千円
根拠法令等 社会福祉法第 81条

平成 29年度予算 79,376千円

実 施 主 体 県 負担割合 県 10/10、  国 1/2 県 1/2

平成 30年度予算 2,364千円
根拠法令等 認知症総合戦略推進事業実施要綱

平成 29年度予算 1,171千円
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地域福祉推進支援事業費 (成年後見推進支援事業)(医療介護総合確保基金事業費)
実 施 主 体 県 負担害】合 国 2/3 県 1/3

平成30年度予算 1,808千円
根拠法令等 地域医療介護総合確朱促進法

平成29年度予算 1,400千用

<事業目的>
認知症等で判断能力が低下した高齢者等について、適切な福祉サィビスが利用できるよう、市町や市町卒土協等に難して、___ _
成年後見制度について普及啓発等を図る。

<事業内容>

成年後見推進支援事業(長崎県社会福祉士会へ委託して鋤

1.成年後見実務研修:市町や市町社協等の耶食員への実務的な研修を行なうことで、成年後見の担い手を養成する。

2.専門的育成支援事業 :後見事業に取り組む市町社協の諸課題に封し専門家がアドバイス等を行い、事業実施を支援す

る。

3.連絡会議の開催:法人後見取り組み中の社協及び関係機関で構成し、成年後見実務研修・専門的育成支援事業の運営

方針を決定するとともに、事業実施の推進・管理を行なう。

4.成年後見制度利用推進連絡会議 :行政、社協等実務を担当する職員を姑象に成年後見制度の現状把握、課題抽出、必

要な施策の検討、情報交換をとおして成年後見制度の普及・啓発を図る。

<事業実,債>

事 業 年 度 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

成年後見実務研修 4回 4回 4回

育成支援事業 1か所 2か所 1か所

連絡会議 年 2回 年 2回 年 2回

福祉人材センター運営事業費

<事業目的>
長崎県社会福祉協議会に「長崎県福祉人材センター」を設置し、社会福祉事業に関する職業紹介の実施、社会福祉事業に

従事しようとする者等に対する出張相談会等を実施し、県内の福祉サービスの充実を図る。

また、長崎県福祉人材センターに配置した専門員が、福祉・介護人材の参入・定着を促進し、安定的な確保を図る。

<事業内容>
○福祉人材センター運営事業

1.福祉人材無料職業紹介事業

2.社会福祉事業に従事しようとする者に姑する出張相談会等の実施

3.福祉に関する啓発、広報事業の実施

<事業実績>
1.福祉人材無料職業紹介事業

実 施 主 体 県 負 担 割 合 国 1/2 県 1/2

平成30年度予算 17,623千 円
根拠法令等

社会福祉法第 93条・94条

長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱平成29年度予算 21,219千円

事 業 年 度 平成 29年度 平成28年度 平成 27年度

有効求人数 14,812人 17,184人 14,970人

有効求職者数 3,669人 3,583人 5,260人

就 職 者 数 177人 179人 208人
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事 業 年 度 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

就職セミナー 4回 (64人) 2回 (37人 ) 3回 (85人l

合同面談会 5回 (290人l 2回 (172人l 3回 (283人)

ミニ面談会 4回 (62人l 1回 (1人 l 2回 (27人 l

2.社会福祉事業に関する研修会、面談会等の実施

3.小学・中学・高校での基礎講座

4.福祉・介護人材マンチング機能強化事業実績

介護人材確保対策事業(医療介護総合確録基金事業費)

※H27まで福祉人材センター運営事業費により実施

<事業目的>
団塊の世代が75歳以上となる2025年を見据えて、介護職場のイメージアップや教育との連携による「入職渚の増加」と労働環

境の改善等による「定着率の向上」等を強化することで、介護人材の,麿保を目指すj

<事業内容>
①参入促進事業“・介護に対する地域住民や若年層の理解促進、職場体験、多様な人材層に応じたマッチング機能の強化等

②資質向上事業―・就業後間もない職員に対して、基本理念等の研修を行う。

<事業実績>  ※再掲
1.社会福祉事業に関する研修会、面談会等の実施

事 業 年 度 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

就脳κミナー 4回 164人l 2回 (37人 ) 3回 (85人 l

合同面談会 5回 (290人l 2回 (172人) 3回 (283人l

ミユ面談会 4回 (62人) 1回 (1人l 2回 (27人 l

2.小学・中学・高校での基礎講座

事 業 年 度 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

学校数 32′佼 20′陵 20′険

参加者数 1,594人 2,458人 1,363人

事 業 年 度 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

専門員配置人数 4人 4人 3人

出張相談実施状況 1,021回 626回 638回

定着支援研修会参加者数 4回、44人 4回、70人 4回、66人

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3 県 1/3

平成 30年度予算 38,837千円
根拠法令等 地域医療介護総合確朱促進法

平成 29年度予算 43,115千円

事 業 年 度 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

搬 32を吏 20′陵 20校

参加者数 1,594人 2,458人 1,353人
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事 業 年 度 平成29年度 平成 28年度 平成 27年度

専門員配置人数 4人 4人 3人

出張相談実施状況 1,021回 626回 638回

定着支援研修会参加者数 4回、44人 4回、70人 4回、66人

3.福祉・介護人材マッチング機能強化事業

社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付費

<事業目的>
社会福祉事業に従事する人材を確保し、福祉サービスの安定的な供給と質の向上を図ることにより社会福祉事業の振興に

寄与する。

<事業内容>
独立行政法人福祉医療機構が実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度について、社会福祉施設職員等退職手

当共済法に基づき、その費用を一部負担する。

<事業実績>
平成29年度 共済制度加入者 113,554人

平成28年度 共済制度加入者:13,904人

平成27年度 共済制度加入者 :13,823人

介護福祉士修学資金等貸付事業

<事業目的>
離職した介護人材の再就職支援や、介護職を目指す学生の介誇現場への就労・定着の得洋を目的とした再就職準備金

や学費等の貸付を行う。

<事業内容>
。再就職準備金貸付

介護職としての一定の知識及び経験を有する者に対し、再就職準備資金を貸し付ける事業

・介護福祉士等修学資金貸付

学校又は養成施設に在学し、介護福祉士の資格の取得を目指す学生に対し、修学資金を貸し付ける事業

・実務者研修受講者への貸付事業

学校又は養成施設に在学し、介護福祉士の資格の取得を目指す学生に対し、修学資金を貸し付ける事業

<事業実績>

実 施 主 体 県 負担割合 国 1/3  県  1/3
平成30年度予算 601,798千円

根拠法令等 社会福祉施設職員等退職手当共済法
平成29年度予算 607,782千円

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成30年度予算 15,795千 円
根拠法令等 長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱

平成29年度予算 27,044千円

平成 29年度 平成 28年度

再就職準備金貸付 10人 6人

介護福祉士修学資金貸付 29人 8人

実務者研修受講資金貸付 341人 204人
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実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 481,794千円
根拠法令等

老人福祉法

長崎県軽費老人ホーム事務費補助金実施要綱

軽費老人ホーム設置運営要綱平成 29年度予算 474,025千円

軽費老人ホーム事務費補助金

<事業目的>
低額な料金で、家庭環境、住宅事情等の理由により居宅において生活することが困難な老人を入居させ、日常生活上必要

な便宜を供与し、もつて老人が健康で明るい生活を送れるよう|こすることを目的とする。          ~

○軽費老人ホーム(A型 )・ "身寄りのない方、または家庭の事情等によつて、家族との同居が困難な方を入所封象とす

る施設

○ケ ア ハ ウ スー・身体機能の低下や高齢等のため独立して生活するには不安が認められる 60歳以上の方
で、家族による援助を受けることが困難′よ方を入所封象とする施設

<事業内容>
軽費老人ホームの運営に要する費用のうち利用者本人から徴収すべき事務費の一部を減免(補助封象経費)した場合に減

免した額について補助金を交付する。(中核市を除く)

<事業実績>
軽費老人ホーム事務費補助金額

年  度 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

翻 479,168千円 474,236千円 603,000千円

長寿者慶祝費

<事業目的>
多年にわたり地域社会の発展に寄与してきた高齢者に姑して、祝品等を贈呈し、長寿の祝福と敬老思想の普及を図ることを

目的とする。

<事業内容>
年度内100歳到達者への長寿祝品(一人 1万円相当)

<幹 鍛 >

贈呈者数 平成 29年度 平成28年度 平成 27年度

100歳 469人 495人 454人

※年度内100歳到達者への長寿祝金及び祝状の贈呈

次世代の介護人材養成促進事業 (地域医療介護総合確録基金事業費)

実 施 主 体 県 負担割合 県   10/10

平成 30年度予算 8,844千円
根拠法令等 長崎県長寿祝品支給要綱

平成 29年度予算 8,989千円

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 11,945千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 一 千円
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<事業目的>
これからの長崎県を支える若い世代に、介護の仕事にやりがいを感じ、使命感を持つて介護職員を目指してもらう。

<事業内熔>
高齢者に対する正しヤヽ理解や、介護の仕事の魅力ややりがい、大切さを教え、伝えていく以下の取組を実施。

(1)介護の仕事魅力伝道師の養成

若手介護職員を魅力伝道嵩市として養成し、職業選択の時期が近い中学、高校生を姑象に介護の仕事のやりがい等を伝え

る講座を開催。

(2)介護のおしごとDVDを制作 ‐

各地域の情熱を持って仕事をする介護職員の姿をまとめたDVDを作成し、イベントや研修会等で放映することで、様々な
機会を活用して介護のやりがいや魅力のPRを実施。

(3)介護の仕事基礎講座、職場体験

福祉・介護の仕事の大切さく。魅力を伝えるため、各圏域協議会が小。中・高生に紺して実施する必魔講座や職場体験に姑

して助虎

<事業実績>
新規事業のため実績なし

夕~ダント1こ応じた介護人材確保D育成事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
ターグット層の特性に応じたきめ細かな対策により着実に人材の1平量保を図る。

<事業内祭>
(1)離島における介護福祉士養成施設説明会

オープンキャンパス等への参加の機会が少ない離島の高校生に封し、介護福祉士養成施設の合同説明会を開催。

(2)養成施設入学者確保補助金

県内の高校で、OB・ OGによる出前講座や出張学校説明会を実施する養成施設に封し、その経費を助成。
(3)未経験者等の参入促進

介護未経験者 (元気高齢者や子育てを終えた主婦等)に、介護現場への参入を礎 するため、介護に関する基礎的な講

座や職場体験を実施。

④研修受講料補助(県社協への委託)

初任者研修、介護福祉士国家試験対策講座、アセッサー講習の受講料の補助を実施。

<事業実績>  、
新規事業のため実績なし

職場環境改善取組事業所の宣言制度推進事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 12,947千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 一 千円

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 2,292千円

根拠法令等 地域医療介護総合確録促進法
平成 29年度予算 二 千円
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<事業目的>
介護施設や事業所で、労働環境や処遇の改善へのインセンティブが働くような仕組みを作り、改善への取組をこれまで以上

に促進するとともに、求職者等に対して改善内容等の見える化を図る。

<事業内容>
環境、処遇改善に取り組む改善取組事業所として宣言する制度の創設及びホームページでの公表や冊子によるPR等、宣

言事業所の人材確保に資する支援を実施。

<事業実績>
新規事業のため実績なし

経営D労働環境改善支援事業(地域医療介護総合確保基金事業)

<事業目的>
県内8圏域にアドバイザーを配置し、セミナー開催や個別相談等の実施により、環境改善に取り組む法人を支援し、介護事

業者の経営・労働環境の改善を推進する。

<事業内容>
(1)県内8圏域に専任のアレミイザーを配置

(2)アドバイザーによるセミナー等の開催、法人への個別相談の実施

(3)実施報告等による改善意識の醸成、改善手法等の普及啓発

<事業実績>
平成 29年度

セミナー開催 5圏域、参加者 152人

個別相談 5事業所

介護入門者の育成・参入促進事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
介護分野への参入のきつかけを作るとともに、介護の業務に携わる上での不安を払拭することにより多様な人材の参入を促

進する。

<事業内熔>
国が新たに定めた、介護の業務に携わる上で知っておくべき基本的な技術を学ぶことができる入門的研修 (21時間)を実施

する。

<事業実績>
新規事業のため実績なし

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 6,773千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 6,066千円

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 4,362千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 一 千円
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実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 620千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成29年度予算 一千円

外国人介護職員の確保・定着支援事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
_介護人材の不足を補うため、外国人介護人材の確保皇定着を支援する。_ _

<事業内容>
外国人介護職員の確保・定着を図るため、以下の取組を実施。

(1)外国人介護人材受入対策協議会の設置

外国人介護職員の確保を図るため、外国人の受け入れを希望する事業所等で構成する外国人介護人材受入対策協議会

を設置し、外国人確保に向けた課題やその解決に向けた取組を検討。

(2)県内介護事業所向け受入セミナーの実施

県内の介護事業所向けに受入の方法や事例等についてのセミナーを実施。

<事業実績>
新規事業のため実績なし

介護ロボットICT導入促進事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
介護施設・事業所における介護ロボット・ICTの導入状況の把握、導入効果等の検証を行い、導入好事例を県内事業者等ヘ

紹介を行うことにより、介護ロボットICTの導入を促進することを目的とする。

<事業内容>
(1)介護ロボット・IcT導入事業所の実態調査

県内の介護事業所における介護ロボットICTの導入状況の把握、導入効果等の検証を行う。

(2)県内介護事業所向け導入啓発セミナー及び見学会

県内の介護事業所向けに介護ロボット・IcTの活用方法・効果に封する理解促進のためのセミナー及び見学会を実施す

る。

<事業実績>
新規事業のため実績なし

介護職員等によるたんの吸引等研修事業費 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
福祉サービス利用者の高齢化に伴う重度化の進行などにより、医療的ケア提供のニーズが高まっているため、医療的ケアに
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実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 5,202千円

根拠法令等 地域医療介護総合確録促進法
平成29年度予算 ―千円

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 4,327千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成29年度予算 7,304千円



ついて実践的に指導できる指導看護師の養成と、医療的ケアを実施できる介護職員を養成するための研修を行う。

<事業内容>
・県内において、県が実施主体となり実施する。

(1)国が行う中央研修に県内から派遣された看護師を講師として、県内施設等に勤務する看護師等を対象として指導看護

師養成研修を実施

(2)上記中央研修参力日者と指導看護師を講師として、県内施設等に勤務する介護職員等を紺象として医療的ケアを実施で

きる介護職員養成研修を実施

国が行う中央研修

県内から教おの看護

師等を派遣

1実習指導者養成研切  →

中央研修参加者を講師として

実習施設で指導テど押_当する

指導看護師を養成

<事業実績>
平成 29年度

中央研修参加者を講師として

施設等の介護職員・介護福祉

士を封象として実施、講習後

筆記試験受験

十
い一→ 知事名による「認定特定行

為業務従事者証」を交付

・研修の対象施設、事業所と対象者

特別養護老人ホーム、老人保健施設、有料老人ホーム、グループホーム、障害者支援施設、介護予防を含む居宅サービ

ス事業F‐り〒ll訪問介護、訪問入浴、通所介護、短期入所、特定施設》の介護福祉士、介護福祉士以外の介護職員

・lttI齢者関係施設、事業所等

・障害者関係施設、事業所等
。高齢者関係施設、事業所等

・障害者関係施設、事業所等

・高齢者関係施設、事業所等

・障害者関係施設、事業所等

講習を受講した介護職員等の中で筆記

試験合格後、演習を受講した者を対象に

各施設において実習指導看護師による

実地研修を実施

県内 1会場で 1回開催

県内 1会場で 2回開催

県内 2会場で 2回開催

県内 1会場で 2回開催

県内 4会場で 4回開催

県内 1会場で 2回開催

平成 28年度

平成 27年度

介護職員等定着支援事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
介護人材の育成・確保に取り組む事業所を対象に県内各地においてネットワークを構築し、研修・相談体制の整備を図り、介

護職員等のキャリアアップや労働環境の改善を推進し、定着を図る。

講義、演習受講者

講義、演習受講者

講義、演習受講者

講義、演習受講者

講義、演習受講者

講義、演習受講者

76名

37名

112名

35名

174名

37名

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3 県 1/3

平成 30年度予算 17,300千円
根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法

平成 29年度予算 17,300千円
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<事業内容>
離職率が高い小規模事業所等を対象に、複数事業所(ユニット)の連携による合同研修を実施することにより、情報や課題、効

果的取組を共有するとともに、キャリアアップ研修や労働・雇用環境改善のための研修を実施するなど介護事業所が行う定着促

進に向けた取組みを支援する。

<事業実績>

平成 29年度 平成 28年度

研修のために形成した事 ット数 23ユニント_ _20手ニット_

介護支援専門員リーダー養成支援事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
介護支援専門員法定研修の制度・実施に係る改正点に適切に武応し、講師(候補者を含む)の指導内容や指導水準の統一

を図るとともに、地域のリーダーとなる大材を育成することを目的とする。              .

<事業内容>
介護支援専門員法定研修の講師 (候補者を含む)の指導内容や指導水準の統一を図るとともに、地域のリーダーとなる人材

を育成するため研修を実施する。

<事業実績>
新規事業のため実績なし

介護支援専門員機能訓練資質向上研修事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
介護支援専門員にケアマネジメントとこおけるリハビリテーションサービスの活用及び連携方法等の研修を実施することで、利

用者に必要かつ効果的なリハビリテーションサービスを入れたケアプランの立案につながり、利用者の機能回復や重度化予防、

自立支援につながることを目的とする。

<事業内容>
介護支援専門員に支、すし、リハビリテーション等の専門職を講師とした磯能訓練資質向上研修を実施し、リハビリテ‐ション等の

専門的知識の修得機会の確保及び向上を図る。

<事業実績>
平成 29年度 :受講者数 495人

開催箇所数 延べ 14箇所

実 施 主 体 県 負担割合 国2/3 県 1/3

平成30年度予算 2,760千円
根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法

平成29年度予算 一千円

実 施 主 体 県 負担害J合 国 2/3 県 1/3

平成 30年度予算 ―千円
根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法

平成29年度予算 3,550千円
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実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3 県1/3

平成 30年度予算 3,964千円
根拠法令等 認知症介護研修等事業実施要綱

平成 29年度予算 2,575千円

認知症ケア人材育成研修事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

路知症対応型サービス事業管理者等研修事業]

<事業目的>
介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、認知症介護技術向上を目的として研修を行う。また、地域密着型サービ

ス事業の施設基準を満たすための必須研修を実施する。

<事業内祭>
1.認知症対応型サービス事業開設者研修

グループホーム・小規模多機能型居宅介護事業所の代表者等を対象に、認知症介護に関する基本的な知識及び運営に

必要な知識を修得するための研修を実施する。                  '

2.認知症対応型サービス事業管理者研修

グループホーム・小規模多機能型居宅介護事業所・認知症姑応型デイサービスの管理者等を封象に、事業の管理・運営

に必要な知識・技術を修得するための研修を実施する。

3.月 規ヽ1薙多機能型サービス等計画作成担当者研修

小規模多機能型居宅介護事業所の計画作成担当者等を対象に、計画を作成するために必要な知識・技術を修得するた

めの研修を実施する。

4.認知症介護指導者フォロ‐アツプ研修

認知症介護指導浄養成研修修了者を対象に、最新の認知症介護技術・指導方法等修得のためのフォローアップ研修を

実施する。(認知症介護研修・研修東京センターヘ派遣)

<事業実績>

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

認知症姑応型サービス事業開設者研修 11名 13名 14名

認知症対応型サービス事業管理者研修 111名 136名 123名

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 31名 40名 38名

認知症介護指導者フォローアップ研修 1名 1名 1名

認知症ケア人材育成研修事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

酪知症サポート医等養成研修事業]
実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 3,364千円

根拠法令等
長崎県認知症サポート医等養成研修事業実施要綱

平成 29年度予算 3,392千円

<事業目的>
認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医等への助言その他の支援を行い、専門医療機関や地域包括支援セ/`ター等との

連携の推進役となる認知症サポート医を養成することイこより、各地域において、認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介

護が一体となつた認知症の人への支援体制の構築を図ることを目的とする。

<事業内容>
1.認知症サポート医養成研修

2.認知症サポート医等フォローアップ研修

3,かかりつけ医認知症武忘力向上フォローアップ研修 (平成 29年度～)
かかりつけ医認知症姑応力向上研修はH28で終了
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平成 29年度 平成28年度 平成 27年度

認知症サポート医養成研修 20名 33名 20名

サポート医等フォローアップ研修 2か所で実施

(佐世保。長崎)

2か所で実施

(佐世保・長崎)

2か所で実施

l佐世保・諌早l

かかりつけ医認知症武蔦力向上フォロ

ーアップ研修
長崎市で計 13回

実施

かかりつけ医認知症姑応力向上研修 2か所で実施

(工島・雲仙市
~l

2か所で実施

(長崎。東彼杵紛

<事業実績>

認知症ケア人材育成研修事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

酪知症初期集中支援チーム員養成研修事業]
実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 一千円

根拠法令等 (国)地域支援事業実施要綱
平成29年度予算 1,560千円

<事業目的>
早期に認知症の初期診断が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の武痣体制が構築されるよう各市町に

設置される、認知症初期集中支援チーム員に対し、必要な専門的知識や技術の習得を図るために認知症初期集中支援チーム

員研修を行う。

<事業内容>
市町が、地域支援事業(包括的支援事荊 においてH30.4までに必置となっている認知症初期集中支援チームの構成員であ

る専門医(1名 )と医療・介護の専門職(2名以上)が受講を義務付けられている標記研修を実施する国立長寿医療研究センター

ヘ委託して実施。

<事業実績>

平成 29年度 平成 28年度 平成27年度

受講市町数 16市町 (保険者) 11市町 (無険者) 3市町

受講人数 24人 24人 10人

認知症ケア人材育成研修事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

酪知症介護基礎研修事業]
実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 一千円

根拠法令等 長崎県認知症介護基礎研修事業実施要綱
平成29年度予算 1,028千円

<事業目的>
認知症介護に携わる者が、その業務を遂行する上で基礎的な知識・技術とそれを実践する際の考え方を身につけ、チームア

プローチに参画する一員として基礎的なサービスt譜供を行うことができるようにすることを目的とする。

<事業内容>
介護保険施設。事業所等に従事する、主に認知症介護に携わる初任者や無資格者等を封象に、認知症介護に関する基礎

的な知識及び技術を習得するための研修を実施する。

※平成 30年度から「認知症サポートセンター事業」において実施
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<事業実績>
平成 29年度 平成 28年度

実施回数 3回 3回

修了者数 327人 245人

認知症地域支援施策推進事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
地域の認知症支援体制を構築し、市町の認知症施策の推進を強化することを目的とする。

<事業内容>
認知症支援体制や認知症ケアの先進事例を普及するセミナーを実施する。

<事業実績>
平成 29年度

実施回数 1回

参力日者数 120人

歯科医師D薬剤師の認知症対応力向上研修事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)
実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 2,916千円

根拠法令等
長崎県歯科医師・薬剤師認知症武忘力向上研修事業実施

要綱平成 29年度予算 2,988千円

<事業目的>
歯科医師による口腔機能管理、薬剤師による服薬指導、かかりつけ医との連携などにより、認知症を早期発見し、認知症の様

態に応じて適切に姑応できる体制を構築することを目的とする。

<事業内容>
歯科医師・薬剤師を封象に認知症に適切に武応するための研修を実施する。

<事業実績>

平成 29年度

実施回数 歯科医師 3回

薬剤師 6回

修了者数 歯科医師 200人

薬剤師 351人
※離島開催分裕 む

看護師の認知症対応力向上研修事業(地域医療介護総合確保基金事業費)

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 一千円

根拠法令等 長崎県認知症地域支援施策推進事業実施要綱
平成 29年度予算 1,968千円

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県 1/3
平成 30年度予算 2,477千円

根拠法令等 長崎県看護職員認知症対応力向上研修事業実施要綱
平成 29年度予算 1,769千円
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<事業目的>
認知症の人と接する機会が多い看護師に封し、認知症に対する実践的な対応力を習得させ、同じ医療機関等の看護師に伝

達をすることにより、医療機関内での認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制を構築することを目的とする。

<事業内容>
医療機関に勤務する指導的役割を担う看護師循護師長等)を対象とこ研修を実施する。

<事業実績>
平成29年度

実施回数 2回

修了者数 123人

地域包括ケアシステム構築加速化支援事業(地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
地域包括ケアシステムの構築状況を評価のうえ、到達目標と誤題解決策を明確にして、具体的な取組に繋げるとともに、モデ

ル 3地区を選定し、専門家を派遣して、重点的・集中的支援により包括クアシステムのモデルをつくり、各市町へ横展開すること

により地域包括ケアシステム構築の促進を図る。

<事業内容>
1.地域包梧クアシステム推進協議会の開催

医療・介護関係者が集まり、各市町における地域包括ケアシステム構築状況を↓巴握し、市町への支援方策を検討。また、

介護予防市町支援部会、地域リハ支援体制部会、認知症対策部会等、事業毎に部会を設け協議する。

2.地域包括ケアシステム構築状況の評価とロードマップの進捗管理
「長崎県版地域包括ケアシステム構築状況評価」を活用し、ケアシステム構築状況を客観的に評価し、その結果を踏まえ、

ロードマップの見直し等を行う。

3.地域包括タアシステムのモデノレ構築

3地区を選定し、医療・介護連携や介護予防、生活支援体制等、各分野にマッチしたアドバイザーを派遣し、市町への集

中支援を行う。

<事業実績>
1.地域包播ケアシステムの平成28年度末の構築状況について客観的な評価を実施し、その結果を踏まえ、市町ごとに季J達

目標や課題解決策を明確にしたロードマップを、県内全21市町で策定した。

2.モデル地区として、3地区を選定した。

【都市型】長崎市 桜馬場地区

【過疎型】平戸市 田平地区

【離島型】工島市 玉之浦地区

医療・介護多職種連携研修ネットワーク構築事業(地域医療介護総合確保基金事業)

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 8,990千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 16,812千 円

実 施 主 体 県 負担割合

平成30年度予算 3,652千円
根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法

平成29年度予算 一千円
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<事業目的>
医療・介護に関わる質の高い人材の確朱・育成や多職種間連携を推進するため、県内で開催される医療・介護の関係者等を対

象とした研修会情報を一元化し、容易にアクセス可能な研修ネットワークを構築することとこより、他職種の研修を受けやすくし、

研修会開催の効率化を図るとともに、各圏域の研修会の開催状況や申込み状況等のデータを
ノ分析し、関係機関及び職能団体

等に還元することで、各地域の実情に応じた多職種連携を図る。

<事業内容>
1.研修ネットワーク構築にかかる本事業の趣旨や研修情報についての意見交換会等の開催に資する事業

2.各関係機関、職能団体等が開催する研修会情報の集約に資する事業

3.関係者が容易に県内の研修会情報にアクセス可能な医療・介護多職種連携研修ネットワーク構築に資する事業

<事業実績>
新規事業のため実績なし

介護予防・重度化防止推進事業

実 施 主 体 県 負担割合 国 1/2 県  1/2
平成 30年度予算 ■,798千円

根拠法令等 地域医療介護総合確朱促進法
平成 29年度予算 一千円

<事業目的>
I高齢者の介護予防。自立支援のための「自立支援型地域ケア会議」を県内市町へ普及する。

Ⅱ優れた介護サービスをt踏供し、利用者の要介護度改善や自立支援に成果を上げた介護事業Pプ〒を評価・表彰することにより、

広く県内事業所に要介護度改善に対する意識向上や取組促進につなげる。

Ⅲ認知症の予防に効果のある取組みを活かしながら、介護予防・認知症予防の普及・拡大及び担い手の確保を行う。

<事業内容>
I自立支援型地域ケア会議開催に向けた研修会及び自立支援ケア会議を開催する市町へのアドバイザー派遣

Ⅱ要介護度改善に資する事業所の評価及び優れた要介護度改善の取組み事業所職員、チームの表彰

Ⅲ地域サロンリーダー養成講座の実施及び講座を終了したサロンリーダーを地域のサロンヘ派遣

<事業実績>
新規事業のため実績なし

介護予防・生活支援体制整備事業(地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業 目的>
地域包播タアシステムの構成要素である生活支援の担い手となる「生活支援コーディネーター」に対する基礎的な研修と実

践的な研修、取り組みの遅れている市町へのアレミィザー派遣による支援を実施する。

<事業内容>
生活支援コーディネーターや関係者等を姑象に基礎的。実践的な研修を開催。生活支援コーディネーターや協議体の設

置等が進んでいない市町や、生活支援体制を構築したいと考えている市町等が推薦した自治会等に紺し、生活支援体制

整備に関するノウハウ等を有するアレミイザーや先進地で実践するアドバイザー等を派遣

実 施 主 体 県 負担害J合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 5,617千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 9,593千円
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<事業実績>
平成 29年度 :基礎研修。実践研修 59人、市町向けアドバイザー派遣 8市町、担い手向けアドバイザー派遣 3地区

地域リハビリテーション活動支援体制整備総合事業(地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>
県支援センター(1か所)及び各老人福祉圏域(9圏域lの広域支援センターが、介護予防等の地域リハビリテーション従事者の資

質向上を行うため、研修会の開催や関係実施機関等への支援を行う。また、医療機関、介護録険事業所等の関係機関及び地

域住民組織等との連携体制を推進していく在宅支援リハビリテーションセンターを設置し、地域包括ケアシステムの構築に向け、

介護予防等の取組を強化するとともに、生活圏域内における細やかなリハビ,テーション支援を実施するためのネットワークを構

築する。

<事業内容>
1.県リハビリテーション支援センターの指定及び事業委託

2.地域リハビリテーション広域支援センターの指定及び事業委託0かめ
(各老人福祉圏域に概ね 1か所指疋

~)

3.在宅支援リハビジテーションセンター整備事業

<事業実績>

在宅医療い介護連携強化事業(地域医療介護総合確保基金事業費)

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 4,697千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成29年度予算 9,655千円

<事業目的>
保健所単位で、市町及び医療・介護関係者と協議し、在宅医療・介護連携に関する現状と課題等を見える化(データマゾつし、

地域課題の解決策の検討を行う。さら1こ、先進的な取組については、重点的に支援し、医療と介護の連携を強化するため、連

携ツールは域的な退院調整ルールリの策定など、地域の実情に応じた仕組を構築する。

<事業内容>
1.市町の課題解決に向け、職能団体と連携し、圏域内の体制整備。

・実施にあたつては、市町・団体と協議を行い、圏域内の実状や仲性に応じた体制を検討する。

2.圏域における在宅医療拠点設置に向けた取組
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実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 20,766千円

根拠法令等 地域医療介護総合確朱促進法
平成29年度予算 15,942千 円

平成 29年度 平成28年度 平成 27年度

県リハ支援ヤンターの指定箇所 1か所 1か所 1か所

広域支援センターの指定箇所 9か所 9か所 9か所

協力病院等の機関数 138か所 130か所 129か所

研修会の開催回数・参加者数
60回

4,397名

61回

4,466名

53回

3,341名

専門職認定研修開催回数・認定

者数

2回

認定者数:121名

2回

認定者数 :115名

2回

認定者数■39名



・医師会や市町等の関係団体との検討等

3.市町の広域的課題解決に向けた仕組みづくりへの支援 (2保健所)

。広域にまたがる地域課題解決に向け、圏域内における医療介護連携の新たな仕組みづくりの実現に向けたモデル的な取

組みの実施。

<事業実績>
内容 29年度

地域課題の解決に取り組む保健所数 (箇所) 8保健Fプ〒

医療介護連携の新たな仕組み数 (箇所) 2保健FヴF

在宅医療充実のための訪問看護等体制整備事業(地域医療介護総合確保基金事業)

<事業目的>
訪問看護師、看護師等を対象に訪問看護に関する専門的知識及び技術等に関する研修・実習を行い、訪問看護師の確保

と質向上を図るとともに訪問看護提供体制の強化を図る。また、複数の訪問看護ステーションの連携によるケア提供体制の構

築と訪問看護ステーションにおける離耶完防止の取り組みを強化することとこより訪問看護師の確策定着につなげる。

<事業内容>
1.訪問看護師確保推進研修の開催

2.スキルアップ研修(実践的な知識・技術の習得)

3.ケア提蓼調輪Jのモデル事業(訪問看護ステーション間のマッチングつ

4.訪問看護師離職防止対策

※H30は3のみを実施

<事業実績 >

・訪問看護師等育成研修の開催回数(回)24回
・訪問看護師の前年度就業者数からの増加数(人)69人

訪問看護サポートセンター事業(地域医療介護総合確保基金事業)※県看護協会に設置(県委託)

<事業目的>
訪問看護師や訪問看護管理者の相談支援を行い、訪問看護師が働きやすい環境を整備するとともに、訪問看護師の確

保・資質向上を図る各種研修等を実施し、訪間看護の実態について調査等を行うことにより、訪間看護提供体制の充実強

化を図る。また、訪問看護の役割等の情報発信を行うことで、県民の理解促進につなげる。

<事業内容>
1.訪問看護事業所、訪問看護師、住民からの相談姑応 (相談窓口設置)

2.訪問看護師研修会の開催

○入門研修

○中堅期研修 (スキアレアップ研修)

○管理期研修・交流会

実 施 主 体 県 負担害J合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 一千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 10,014千円

実 施 主 体 県 負担割合

平成30年度予算 10,358千円
根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法

平成29年度予算 一千円
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○訪間看護師養成研修会("ラーニング)
3.県民に対する訪問看護を身近に知つてもらうためのPR′譲どの普及啓発
4.訪問看護に姑する事業所。医療機関の現状や課題を調査する、訪間看護実態調査の実施

<事業実績>
新規事業のため実績なし

在宅医療推進研修等事業費(地域医療介護総合確保基金事業)

実 施 主 体 県 負担害J合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 2,345千円

根拠法令等 地域医療介護総合確録促進法
平成29年度予算 2,345千円

<事業目的>
講演会の開催等を通じて、地域の医療機関及び関係する医師及び関係職種の在宅医療に姑する理解を深め在宅医療提

供体制の充実を図るとともに、地域住民に紺して在宅医療についての啓発活動を展開し、在宅医療の提供体制の構築を目指

す。

<事業内容>
1.在宅医療に紺する理解を深めるための、地域の医療機関及び医師。関係職種向け講演会等の開催

2.地域の在宅医療を担う職種を紺象とした導入研修会の開催

3.在宅医療への意識醸成のための地域住民に姑する啓発活動

<事業実績>
内容 29年度

在宅医療研修会・講演会開催回数 (回 ) 1回

参加した医療関係者等 (人) 44人

在宅支援ル ビヽリテーションセンター整備事業(地域医療介護総合確保基金事業)

※平成30年度は地域リハビリテーション活動支援体制整備総合事業で実施。

<事業目的>
医療機関、介護朱険事業所等の関係機関及び地域住民組織等との連携体制を推進していく在宅支援リハビリテーションセ

ンターを設置して地域包括ケアシステムの構築に向け、介護予防等の取組を強化するとともに、生活圏域内における細やかなノ
ハビリテーション支援を実施するためのネットワークを構築する。

<事業内容>
1.医療機関・介護支援事業所等に封する連携構築のための研修

2.リハビリテーション専門職とクアマネージャー、介護録険事業所等職員との同行訪問

3.地域住民への普及啓発

<事業実績>

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 千 円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成29年度予算 6,637千円

内容 29年度

在宅支援リハビリテーションセンター数 (箇所) 8箇所

リハビリテーション専門職訪問件数 (件 ) 64イ牛‐
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実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3

平成 30年度予算 507,897千円
根拠法令等

長崎県地域医療介護総合確保基金事業補助金実施要綱

長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱平成 29年度予算 1,305,033千 円

地域密着型施設整備助成等事業(地域医療介護総合確保基金事業費)

※平成 30年度へ繰越 :80,767千円

<事業目的>
介護サービスの施設・設備の整備を推進するため、地域医療介護総合確保基金を活用して、社会福祉法人等に姑しうも成を

行う。

<事業内容>
1.地域密着型サービス等整備助成事業

施 設 種 別 単  価 単 位

地域密着型特別養護老人ホーム、小規模ケアハウス 4,270千円

整備床数小規模養護老人ホーム 2,270千円

緊急ショートステイの整備 1,130千円

小規模多機能型居宅介護事業所、認知症高齢者グループホーム

看護小規模多機能型居宅介護事業所
32,000千円

施設数

認知症対応型デイサービスセンター 11,300千円

小規模介護老人録健施設 53,400千円

介護予防拠点 8,500千円

地域包括支援センター 1,130千円

生活支援ハウス 34,000千円

定期巡回。随時対応型訪問介護看護事業所 5,670千円

施設内保育施設 11,300千円

2.介護施設等の合築等

3.空き家を活用した整備

4.介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

5.既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

<事業実績>
平成 29年度:7市 10施設 976,911千円(28年度繰越事業を含む)

平成 28年度:4市 2町 15施設 656,247千円(27年度線ヽ越事業を含む)

平成 27年度:1市 2町 5施設 107,078千円

介護人材確保対策地域連携支援事業(地域医療介護総合確保基金事業)

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 16,216千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 16,000千円
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<事業目的>
県内8圏域において、介護人材の育成や確保に関する課題の解決に向け、関係機関等が連携・協働して実施する啓発活

動や環境改善、人材育成等の取組への支援を行うことにより、介護人材の育成・確保を図る。

<事業内容>
県内 8圏域において、介護人材の育成・玩佐イ呆に取り組む介護事業所や関係機関等により設立した地域連絡協議会におい

て、地域の課題を解決するために、連携・協働して実施する事業に姑し、補助を行う。

(1)補助上限額 各圏域 2,000千円×8題域
(2)補助先 介護事業所等

<事業実績>  .
平成29年度実績県内6圏域で実施

介護未経験者等への参入促進事業(地域医療介護総合確保基金事業)

<事業目的>
社会参力日や就労意向のある、中。高齢者や子育てを終えた主婦、またボランティア等の介護未経験者を姑象に基礎講座や

職場実習を実施することとこより、介護職場への理解促進や就労意識を高め、介護分野への参入を礎 する。

<事業内容>
1.介護未経験者への基礎研修・現場実習の実施

(1遊鰍拗雌歩・職場体験の実施

県内8圏域において、社会参加や就労を希望する、中・高齢者や子育てを終えた主婦の方で、介護分野の知識や就労

経験がない方、またボランティア活動に従事する方を対象に基礎研修や現場実習、現場体験を実施する。

・封象者 :就労意向のある中・高齢者、子育てを終えた主婦等、ボラカ ィア

・実施する内容:基礎研修、現場実習

(2)事業所における受入環境の整備

介護事業所等にあつては、専門性がなくても従事が可能なベットメイクや配膳、話し相手などの業務を整理するなど受

入れ環境の整備ための検討会等を行う。

・受入れに成功している事業所等から講師を招聘し、県内各地区で実施

<事業実績>
基礎研修について、長崎、佐世録の 2箇所で実施

介護ギ発員等研修参加促進事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)

<事業目的>         、
介護職員等の資質向上やキャリアアップの仕組みづくりのため、職員の研修受講料や代替職員の確保に要する経費を助成

することイこより、資質向上を図るとともに、介護職員等の定着を十足進する。

実 施 主 体 県 負担割合 国  2/3     県   1/3

平成30年度予算 一千円
根拠法令等 地域医療介護総合確朱促進法

平成29年度予算 2,304千円

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成30年度予算 一千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成29年度予算 10,297千円
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<事業内容>
介護事業所において介護職員等が働きながら研惨参加を推進するため、研修受講料への補助や代替職員へ確保経費ヘ

の補助を行う。
i補
助対象者;研修を受講する介護耶晩員が勤務する介護事業所

補助対象経費;受講料として事業所が負担した経費 (テキスト代含む)、 代替要員の人件費 (給与、賃金等)

補助率;2/3

<事業実績>                  i
研修受講料補助申請件数 34件 補助申請額 1■08,000円

高齢者の社会参力口促進D表彰事業 (地域医療介護総合確保基金事業費)
実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 ―千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 2,500千円

<事業目的>
日常生活支援や介護予防に資する活動などの高齢者の社会参加を促進し、地域包括ケアシステムの構築につなげることを

目的とする。

<事業内容>
高齢者の社会参加への機運を湧こ成するための大会を開催し、地域で活躍する高齢者や団体の表彰を行う。

<事業実績>
平成 29年度 参加者数 633名、表彰数 6団体

介護予防推進事業 翁護予防市田丁本ヽす支援事業l

<事業目的>
介護予防に関する普及啓発、市町の担当者等の資質向上、介護予防の取組に関する事業評価等を行うこととこより、市町にお

ける効果的な介護予防の取組の実施を支援する。

<事業内容>
1.介護予防市町支援部会、ワーキング及び介護予防の取り組みの評価

(1)介護予防市町支援部会、ワーキンググループの開催

(2)市町事業評価事業

2,市町等介護予防事業の従事者等研修

(1)介護予防事業従事者研修会

(2)介護予防自主グループ活動推進事業

<事業実績>

実 施 主 体 県 負担割合 国 1/2 県  1/2
平成 30年度予算 一千円

平成 29年度予算
6,736千円 根拠法令等

介護予防市町村支援事業実施要綱

(平成 18年 3月 31日付 老発第0331025号l

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

介護予防市町支援委員会の

開催回数

2回 2回

(専門部会 3回)

2回

(専門部会  1回)
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市町等介護予防事業の従事

者等研修開催回数・参加者数

22回

参加者数 :1,132名

28Eヨ

参力日者数 :2,o26名

22回

参加者数■,309名

長崎県地域支援事業交付金

実 施 主 体 市・四丁l広域連合を含む) 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 _ __を  1,237,786千円
根拠法苓等

介護保険法_   __    _
長崎県地域支援事業交付金交付要綱平成29年度予算 971,732千円

<事業目的>
被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態となった場合においても、可能な限り、地

域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする。

<事業内容>
1.市町に対し、市町が実施する介護予防事業または介護予防・日常生活支援総合事業に要する対象経費について、その

12.5/100を交付する。

なお、封象経費に封する県以外の負担割合は、国 25.0/100、 市町村 12.5/100、

介護保険第 1号保険料 23.0/100、 介護保険第 2号保険料 27.0/100である。

2.市町に対し、市町が実施する包括的支援事業及び任意事業に要する封象経費について、その 19.25/100を交付する。

なお、姑象経費に対する県以外の負担割合は、国 38.5/100、 市町村 19.25/100、 介護保険第 1号録険料
23.0/100である。

<事業実績>

交付実績額
平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

839,834,778円 518,484,721円 429,373,140円

老人クラブ等育成事業 (地域支え合い等推進事剰

<事業目的>
地域の支え合い活動に紺する事業を行うことにより、活動の促進を図り、もつて老人福社の向上に資する。

<事業内容>
(ア)健康づくり。介護予防支援事業
高齢者の健康づくり活動を推進するリーダー育成のための研修会、各種講習会の開催

関係機関・団体等との連携のための連絡会の開催

(イ)地域支え合い事業
高齢者の相互支援活動を推進するリーダーの養成

モデル市町老連の設定・支援

<事業実績>(平成 29年度までは、県老人クラブ連合会事業において実施)

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3 県 1/3

平成30年度予算 2,224千円
根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法

平成29年度予算

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

健康づくリリーダー養成講習会の開催 4老連 4ヨ埼室 4見葛菫

モデル老連の指定 4見翁菫 4】郵塵 4見a茎
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実 施 主 体

単位老人クラブ

(中核市・長崎市・佐世

保市を除く)

負担割合 国 1/3 県  1/3  市町  1/3

平成30年度予算 35,765千円
根拠法令等

福祉録健部関係補助金等交付要綱

長崎県在宅福祉事業費補助金実施要綱平成 29年度予算 86,053千円

老人クラブ等育成事業 (老人クラブ事業)

<事業目的>
地域における住民の老後の生活を健全で豊かなものにするため、自主的に結成される老人クラブの活動を育成するための

運営費の一部を助成し、老人の福社の増進に資する。

<事業内容>
(ア)クラブ内容

a組 織
b会 員
c会員数
d活 動

(イ)対象事業 :

政治上又は宗教上の組織に属さないこと。

おおむね60歳以上で同一小地域内に居住する者。

おおむね30人以上。

会員の教養の向上、健康の増進、レクリエーション、地域社会との交流を総合的に実施。

友愛訪問活動、社会奉仕活動、地域見守り、スポーツ活動

<事業実績>
平成 29年度

平成 28年度

平成 27年度

1,214クラブ(中核市 (長崎市・佐世保市)を除く)

1,231クラブ(中核市 (長崎市・佐世保市)を除く)

1,503クラブ(中核市 (長崎市)を除く)

老人クラプ等育成事業 (市町老人クラブ連合会事剰

<事業目的>
市町老人クラブ連合会が行う老人クラブの活動促進に資する各種取組、地域の再構築につながる活動等に対する助成を行

うことにより、活動の促進を図り、もつて老人の福祉の増進に資する。

<事業内容>
(ア)活動促進事業
老人クラブ及び県老連と連携した調査研究、啓発広報活動等

(イ)健康づくり。介護予防支援事業

高齢者向けスポーツや体操の普及のための企画や活動

体力づくり1こつながる講習会の開催

(ウ)と
'也
域支え合い事業

子発 見守り活動や次世代育成支援

高齢者の孤立防止、犯罪被害を防ぐ情報の提供など

実 施 主 体

市町老人クラブ連合会

(中核市。長崎市・佐世

保市を除く)

負担割合 国 1/3 県 1/3 市町  1/3

平成 30年度予算 21,629千円
根拠法令等

福祉保健部関係補助金等交付要綱

長崎県在宅福祉事業費補助金実施要綱平成 29年度予算 22,258千円
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平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

活動促進事業の実施 19市町老連 19市町老連 20市町老連

健康づくり事業の実施 8市町老連 8市町老連 9市町老連

地域支え合い事業の実施 5市町老連 5市町老連 6市町老連

<事業実績>

老人クラブ等育成事業 (県老人クラブ連合会事珀

<事業目的>
県老人クラブ連合会が行う市町老人クラブ連合会の活動促進、地域の支え合い活動に対する助成を行うこととこより、活動の促

進を図り、もつて老人福社の向上に資する。

<事業内容>
(ア)老人クラブ等活動推進事業
県老連における老人クラブ活動推進員の設置

老人クラブや市町老連の活動促進のための企画立案

(イ)若手高齢者組織化。活動支援事業
若手高齢者による組織化や活動を推進するための若手委員会やリーダー研修会の開催

<事業実績>

老人クラプ等育成事業 (長崎県老人クラブ連合会運営費助成事鶏

実 施 主 体 (貝オ)長崎県老人クラブ連合会 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 2,087千円
根拠法令等

福祉保健部関係補助金等交付要綱

長崎県老人クラブ連合会運営費補助金実施要綱平成29年度予算 2,567千円

<事業目的>
県老人クラブ連合会の活動に要する経費の一部を助成することにより、活動の促進を図り、もつて老人福祉の増進に寄与す

ることを目的とする。

<事業内容>
(ア)老人クラブ大会
(イ)総合福祉センター入居料
(ウ)老人クラブリーダー等研修会
(工)郡市老連育成事業
(オ)その他知事が必要と認める事業

<事業実績>
平成 29年度 :県老人クラブ大会 1回、全国老人クラブ大会 1回、各種研修会等 5回
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実 施 主 体 l貝オ)長崎県老人クラブ連合会 負担割合 国 1/2 県  1/2
平成30年度予算 4,698千円

根拠法令等
福祉保健部関係補助金等交付要綱

長崎県在宅福祉事業費補助金実施要綱平成29年度予算 6,305千円

平成29年度 平成 28年度 平成 27年度

活動推進員の設置 2名 2名 2名



平成 28年度:県老人クラブ大会 1回、全国老人クラブ大会 1回、各種研修会等 7回

平成 27年度 :県老人クラプ大会 1回、全国老人クラブ大会 1回、各種研修会等 5回

老人クラブ研修費補助金

<事業目的>
高齢者の社会活動を促進し、生きがいを高め、介護予防に資するため、老人クラブ会員が老人クラブ活動の一環として研修

旅行をする場合、その旅行のために必要な経費の一部を助成する。

<事業内容>
研修旅行をする場合に必要な経費の一部を助成する。

<事業実績>
平成 29年度:64クラブ

平成 28年度:80クラブ

平成 27年度:161クラブ

認知症施策等総合支援事業費鶴知症高齢者地域支え合い事業l

<事業目的>
認知症に紺する普及啓発や地域連携体制の確立並びに認知症高齢者及び介護家族に対する支援として、「認知症の人と家

族の会」長崎県支部が行う①認知症地域支え合い体制等講習会 ②相談・普及啓発事業 ③認知症高齢者地域支援連絡会の

開催 ④若午性認知症の意見交換会開催 に係る経費の助成を行う。

<事業内容>
1.認知症地域支え合い体制等講習会

専門医師、介護経験者による支援者や地域住民向けの講習会の実施

2.相談・普及啓発事業

電話や面談による相談、認知症に関する機関紙の発行

3.認宍口症高齢者地域支援連絡会の開催

男性介護者を姑象とした「つどい」、若年
J性認知症の人や家族を姑象とした交流会、認知症カフェの開催

4.右
~年l性認知症の意見交換会の開催(H27～ )

若争陛認知症の人やその家族への理解を深めるための意見交換会の開催

<事業実 ,債 >

実 施 主 体 単位老人クラブ 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 一 千円
根拠法令等

福祉保健部関係補助金等交付要綱

長崎県老人クラブ研修費補助金実施要綱平成 29年度予算 3,000千円

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 3,067千円
根拠法令等 認知症高齢者地域支え合い事業補助金交付要綱

平成 29年度予算 3,067千円

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

認知症地域支え合い体制等講習会の開催箇所数 5か所 8か所 10か所

電話等相談封応件数 78イ牛 79イ牛 70イ牛
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認知症高齢者地域支援連絡会の開催箇所数 14か所 14か所 16か所

若年性認知症の意見交換会の開催数 1回 1回 1回

実 施 主 体 県 負担割合 県 10/10

―平成30年度予算 931千円
根拠法令等 認知症介護研修等事業実施要綱

平成29年度予算 846千円

認知症施策等総合支援事業費儲知症介魏 事業)

※認知症ケア人材育成研修事業分は、「地域医療介護総合確保基金事業費」の事項となったため後述

<事業 目的>
認知症高齢者に対する介護サービスについては、より高度な専門性が必要なことから、介護実務者及びその指導的立場に

ある者に姑し、認知症介護技術向上のための研修を実施する。

<事業内容>
1.認知症介護指導者養成研修

認知症介護研修の指導的立場の者を女、す象に、認知症介護に関する専門的な知識・技術並びに高齢者介護実務者に対

する研修プログラム作成方法及び教育技術を修得するための研修を実施。鶴知症介護研修・研修東京センターヘ派遣)

2.認知症キャラバン・メイト養成研修

地域で暮らす認魚症の人やその加増を応援する認知症サポーターの養成講座の講師養成のための研修。

※平成30年度から「認知症サポートセンター事業」において実施

3.認知症介護実践研修僕践者・実践リーダー)

グループホーム・介護保険施設等で、認知症高齢者の介護に携わつている介護職員等を対象に、認知症介護に関する実

践的な知識・技術を修得するための研修を実施。

<事業実績>

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

認知症介護指導者養成研修 1名 0名 1名

キヤラバンメイト養成研修 59名 109名 103名

認知症実践研修 (実勒

(実践リーダー醒

304名

34名

227名

23名

231名

25名

認知症施策等総合支援事業費儲知症疾患医療センター運営事業)

<事業目的>
高齢化の進展に伴い、認知症高齢者は今後増加することが見込まれており、認知症高齢者に姑するケアの充実は、今後の

重要な課題である。認知症姑策については、早期の段階からの適切な診断と対応、認知症に関する正しい知識と理解に基づく

本人や家族への支援などを通して地域単位での総合的かつ継続的な支援体制を確立する必要がある。認知症の専門医療の

提供体制を強化するため、鑑別診断、専門医療相談、合併症武痣、医療情報提供等を行うとともに、担当者の配置による介護と

の連携や認知症を専門とし′ぶい一般開業医等への研修を行う認知症疾患医療センターを整備するものである。

実 施 主 体 県 負担害J合 国 1/2  県 1/2

平成 30年度予算 20,000千円
根拠法令等 認知症疾患医療センター運営事業実施要綱

平成29年度予算 20,000千円

<事業内容>
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1.介護との連携強化

専門の担当者の配置による介護(地域包括支援センター)との連携強化を図る。

2.認知症疾患専門医療・医療連携研修

認知症を専門としない地域の一般開業医、かかりつけ医等を対象とし、最新の診療技術等に関する研修を実施する。

3.認知症疾患専門相談事業

地域の医療機関、一般市民等からの問い合わせ、相談を受け付ける窓口を設置する。

4.認矢口症疾患医療連絡協議会(連携協力、事例検討 鋤

地域の医療サービス(かかりつけ医、サポート医、専門医療機関)の連携を密にするため、懇談会を開催する。

5.広報

センターの連絡先等の周知を図る。

<事業実績>
O 認知症疾患医療センター相談件数

平成29年度 平成 28年度 平成 27年度

(基ユ鯛望l国立大学法人 長崎大学病院 1,332 1,755 1,334

(地域型り医療法人昌生会 出口病院 1,125 748 518

(地域型り社会医療法人財団白十学会 佐世保中央病院 997 894 783

(地域邦J独 立行政法人地域医療機能推進機構 諌早総合病院 2,010 195 465

(地域型り医療法人済家会 島原保養院 169 952 163

○ 認知症疾患医療センター鰯 lJ診断件数
平成 29年度 羽或28破 平成 27年度

(基棚 国立大学法人 長崎大学病院 31 67 56

(地域迎り医療法人昌生会 出口病院 137 142 162

(地域硼 社会医療法人財団白十宇会 佐世保中央病院 468 407 397

(地州 独立行政法人地域医療機能推進機構 諫早総合病院 267 106 214

(地域辺り医療法人済家会 島原保養院 99 209 85

認知症施策等総合支援事業費 借明 知症自立支援ネットワーク構築事業)

<事業目的>
若年性認知症の人に対して、発症初期から高齢期まで本人の状態にあわせた適切な支援が受けられる仕組みを構

築することを目的とする。

<事業内容>
若争隔 知症の人の支援につなげるための仕組み (ネットワーク)づくりの検討

※平成 30年度から「認知症サポートセンター事業」において実施

<事業実,債>
若年1性認知症の人とその家族の集いの機会を通じて、支援ユーズのヒアリングを実施 (年3回 )

実 施 主 体 県 負担割合 国 1/2 県  1/2
平成 30年度予算 一千円

根拠法令等 若年`性認知症施策総合推進事業実施要綱
平成 29年度予算 627千円

認知症サポートセンター事業
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実 施 主 体 県 負担害J合

平成30年度予算 8,155千円
根拠法令等 長崎県認知症サポートセンター事業実施要綱

平成29年度予算 一千円

<事業目的>
地域における認知症支援体制の構築をサポートするための拠点を整備するとともに、市町職員や認知症介護の専門職員等

のための研修を実施する。

_ また、若年l性認知症の人やその家族に難する相談支援体制の構築を図る。   _   _   __   ――

<事業内容>
1.認知症地域支援体制強化事業

市町の認知症支援体制の強化を目的として、「認知症初期集中支援チーム」や「認矢口症地域支援推進員」を封象とした研

修を実施する。

2.若年′性認知症施策総合推進事業

「若年―性認知症支援コーディネーター」を配置し、本人や家族等からの相談内容に応じて、就労支援や社会参加支援等の

適切な支援を行うとともに、本県における若年性認知症支援体制を構築するため、「若年性認知症自立支援ネットワーク会

議」を開催するなど、市町や関係機関のネットワークづくりを進める。また、「長崎県版 若午性認矢瞬症支援ハンドブック」を

作成する。また、市町、地域包括支援センター、介護サービス事業所、医療機関等、若年J性認知症支援に関わる担当者向

け13研修を実施する。さらに、実態把握・必要な支援等のニーズ調査として、県内の若年`性認宍日症の方の人数などを医療

機関などを通じて調査を行い、そのうち協力の得られた本人や家族へのヒアリングを行い、必要な支援などについての調

査を行う。

3.認魚症施策普及・支援事業

認知症に関する相談体制を整備し、相談員を配置するとともに、本人や家族等からの各種相談について、地域包括支援セ

ンターや家族の会等適切な機関へ橋渡し,暫子う。また、認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を温かく見

守る応援者である「認知症サポーター」の養成講座の講師役である「キャラバン・メイト」の養成を行う。

<事業実績>
新規事業のため実績なし

離島の認知症施策強化事業費

<事業目的>
離島地区に、認知症疾患医療センターを設置し、認知症医療支援体制を強化するとともに、介護従事者に対する認

知症介護研修を、本土地区に力日え、離島地区でも開催し、離島における研修機会の充実強化を図る。

<事業内容>
1.離島地区に認知症疾患医療センターを設置

2.離島地区で医療介護従事者に封する研修を開催儲知症介護基礎研修、認知症封応型サービス管理者研修、権利擁護推

進員養成研修、歯科医師・薬剤師の認知症対応力向上晒

<事業実績 >
(連携劉 長崎県病院企業団 長崎県上工島病院

(連携判 長崎県病院企業国 長崎県壱岐病院

平成 30年 4月 3日指定

平成 30年 7月 1日指定

実 施 主 体 県 負担割合
国 1/2

国 2/3

県 1/2

県 1/3

平成 30年度予算 10,723千円
根拠法令等

認知症疾患医療センター運営事業実施要綱

認知症介護研修等事業実施要鋼 他平成 29年度予算 12,369千円
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(地域卵J長 崎県病院企業団 長崎県姑馬病院  平成 30年 4月 1日指定

O 認知症疾患医療センター相談件数
平成 29年度

(連捌 長崎県病院企業国 長崎県上工島病院 69

∝拶理り長崎県病院企業国 長崎県壱岐病院 89

側鉤選り長崎県病院企業国 長崎県対馬病院 117

○ 医療介護従事者に対する研修
事 業 年 度 平成 29年度

認知症姑応型サービス事業管理者研修 1回

認知症介護基礎研修 1回

認知症権利擁護推進員研修 1回

歯科医師の認知症対応力向上研修 1回

薬剤師の認知症対応力向上研修 1回

※「認知症介護基礎研修」は、平成 30年度から「認知症サポートセンター事業」において実施

明るい長寿社会づくり推進機構費

<事業目的>
高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、関係団体・機関の参加と協力のもとに、高齢者の社会活動にっいての意識

改革、高齢者のスポーツ活動、健康づくり活動及び地域活動等を推進するための組織づくり並びに高齢者の社会活動の振興

のための指導者等育成事業を総合的に実施し、高齢者の社会活動の振興を図ることを目的とする。

<:事業内容>
1.高齢者の社会活動についての啓発・普及

2.高齢者のスポーツ活動、健康づくり活動及び地域活動等を推進するための組織づくり

県ねんりんピンクの開催、全国健康福祉祭への選手派遣、予防健康管理のための運動の普及等

元気高齢者の活躍促進事業

O

平成 29年度

478(連捌 長崎県病院企業団 長崎県上工島病院

24(連捌 長崎県病院企業団 長崎県壱岐病院

84(地域卵鋤 長崎県病院企業団 長崎県対馬病院

実 施 主 体
(財)長崎県すこやか

長寿財団
負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 47,295千円
根拠法令等

長崎県明るい長寿社会づくり推進,斃構運営事業費等補助金

実施要綱平成 29年度予算 53,985千円

実 施 主 体

l貝オl長崎県すこやか長寿財団、

(貝オl長崎県老人クラブ連合会、

県

負担割合

県

国

国

四
ψ
璃

県

県

1/2

1/3
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平成30年度予算 21,157千円

根拠法令等

長崎県明るい長寿社会づくり推進機構運営事業

費等補助金実施要綱

長崎県在宅福祉事業費補助金実施要綱

地域医療介護総魯確保促進法
平成29年度予算 千 円

<事業目的>
高齢者の社会参加促進に向けた、機運醸成を図るための啓発・表彰、地域活動を牽引していく人材の育成、高齢者の活躍

_ の場の情報収集や高齢者団体等合のオ土会参加∴活躍の呼びかけ∴提案など地域課題の解決に高齢者の力を活かすための取 _

組を一体的に実施する。

<事業内容>
1.啓発・表彰事業 (医療介護基金)

高齢者の社会参加への機運を醸成するための大会開催や、地域で活躍する高齢者団体の表彰

2.人材育成事業

地域リーダー育成のための長崎県すこやか長寿大学校の開催

3.活躍促進事業

高齢者の活躍の場の情報収集、退職者団体等への社会参加・活躍の呼びかけ、提案

4.地域文化伝承館事業

老人クラブによる地域文化伝承活動等の披露

5.担い手等状況調査 (医療介護基金)

高齢者のさらなる社会参加促進に向けて必要な取組を検討するため、高齢者の活動実態調査を実施

<事業実績>
新規事業のため実績なし

生涯現役促進地域連携事業費貸付金

<事業目的>
国の生涯現役促進地域連携事業を実施する長崎県生涯現役促進地域連携協議会に対し、事業資金の貸付を行うことイこより、

事業の円滑な笑施を図り、高齢者の就業・社会参力B機会の拡大など高齢者の活躍促進を促進する。

<事業内容>
1.高齢者の方々が就業から社会参加まで幅広く気軽に相談できる窓口として「ながさき生涯現役応援センター」の開設

・個別相談や関係機関の紹介など相談者の希望に即した支援

・高齢者向け・事業者向けセミナーによる意識啓発やニーズの掘り起こし

・企業訪問等による高齢者雇用の啓発と就業先の掘り起こし

相談窓口による進路決定者数
平成 29年度

46人

実 施 主 体
長崎県生涯現役促進

地域連携協議会
負担害J合 県  10/10

平成 30年度予算 10,000千円
根拠法令等 生涯現役促進地域連携事業費貸付金貸付要綱

平成 29年度予算 10,000千円

<事業実績>
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実 施 主 体 (貝オl長崎県すこやか長

寿財団

負担害J合 県  10/10

平成 30年度予算 千 円
根拠法令等 長崎県介護実習・普及センター運営事業費補助金要綱

平成 29年度予算 18,284千円

介護実習も普及センター事業費

<事業目的>
高齢者介護の実習等を通じて地域住民への介護知識、介護技術の普及を図るとともに、「高齢化社会は国民全体で支えるも

の」という考え方を地域住民に広く啓発する事業を実施するほか、介護磯器の普及、活用を図ることを目的とする。

<事業内容>
1.介護実習・普及事業

高齢者介護意識の啓発、介護知識・技術の習得のための講座の開催

2.介護機器普及事業

福祉用具を適切に活用するための知識・技術の習得のための講座の開催

<事業実績>

受講者数
平成29年度 平成 28年度 平成 27年度

2,804人 2,758人 2,636人

高齢者権利擁護等推進事業費

<事業目的>
「介護録険法」 「高齢者虐待の防上、高齢者の養護者に姑する支援等に関する法律」の施行に伴い「高齢者

の尊厳の保持」の視点に立って、虐待防止などの高齢者の権利擁護のための取組を行う。

<事業内容>
1)権利擁護・身体拘束ゼロ推進会議の実施

2)身体拘束の廃上に向けた介護現場での権利擁護の取り組みの支援

・介護施設従事者に封する研修実施

高齢者権利擁護推進員養成研修"""… ………"""。施設長等、指導的立場職員の研修
※「認知症ケア人材育成研修事業」及び「離島の認知症施策強化事業」として実施

3)権利擁護相談支援事業
・権利擁護相談窓口の設置

従来の身体拘束ゼロ相談窓口を権利擁護相談窓口としその文、子象を広げる
。権利擁護に関する普及啓発

(ア)虐待を受けた高齢者に対する最初の対応窓口となる市町の担当職員の資質向上のため、研

修会を実施し、あわせて普及啓発を行う

(イ)長崎県高齢者虐待防止 ,身体拘束ゼロ推進シンポジウムの開催
※「地域福祉推進支援事業」において実施

平成29年度 平成 28年度 平成 27年度 平成 26年度

会議等の開催 2回 3回 5回 5回

実 施 主 体 県 負担害J合 国   1/2   県  1/2
平成 30年度予算 149千円

根拠法令等 高齢者権利擁護等推進事業実施要綱
平成 29年度予算 621千円

<事業実,債 >
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特別養護老人ホーム等整備費

※平成 30年度へ繰越:125,776千 円

<事業目的>  _ _      __  _ _   _
待機者解消を目的とした特別養護老人ホームの創設・増床にかかる施設整備及び入所者の生活環境の改善を目的とした特

別養護老人ホームのユニット化などを推進する。

<事業内容>
1.下記施設を姑象に整備費の一部補助を行う。(中核市を除く。) (1床当たりの補助獨

※1定員増を伴わないものに限る
※2介護老人保健施設は1施設当たりの補助額

2.ユニットケアの普及・啓発を目的とした研修会を開催する。

<事業実績>
平成29年度:創設 1か所(28年度事業l

平成28年度:増床 1かFり〒127年度事荊、増築 1かF万(27年度事業l

平成27年度:創設 2か所(26年度事業l、 改築 1か所(26年度事業l

老人福祉施設スプリンクラー設備緊急整備事業費

<事業目的>
消防法施行令の改正に伴い、新たにスプリンクラーの設置が義務づけられる既存の老人福祉施設等に対して、スプリンクラ

ー整備に必要な経費を助成することで、入所者の安全を確保することを目的とする。

<事業内容>
1.下記の施設種別に該当するもののうち、消防法施行令の改正に伴い、新たにスプリンクラーの設置が義務づけられる既存

施設を封象破置義務の無い小規模多機能川望居宅介護事業所、軽費老人ホーム、有料老人ホーム等を含む。)にスプリンク

ラー等整備にかかる経費の一部補助を行う。 ※基金事業の終了に伴い、下記補助は平成 26年度で終了。
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実 施 主 体 県 負担害J合 県  10/10

平成30年度予算 190,071千円
根拠法令等

長崎県老人福祉関係社会福祉施設整備費補助金等実施要綱

長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱平成29年度予算 328,599千円

封 象 施 設 区 分

1床あたり補助単価 (千円)

内    容ユニット型

個室

従来型

個室

多床室

特別養護老人ホーム

創設・増床

改築

増築※1

鯵

2,962

3,554

2,962

1,480・ 739

2,447

2,986

2,109

2,530

・県老人福祉計画・介護録険事業支援

計画に基づく創設・増設整備
・ユニット化改築・増築・改修
・ユニット化を伴わない老朽化改築

養護老人ホーム
改築

鯵
3,897

・多床室→個室化整備

・老朽化改築整備

軽費老人ホーム側 改築 3,741 ケアハウス(特定施郡朗到史整備

介護老人保健施設
改築

改修
(※ 2)23,108 ユニント型転換整備

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 138千円
根拠法令等

長崎県老人福祉施設メプリンクラー緊急整備利子助成金実施要綱

長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱平成29年度予算 174千円



実施主体 施 設 種 別 補助単価 単位

県

特別養護老人ホーム

1,000ポ以上の場合

17,000円

1,000だ未満の場合

9,000円

※消火ポンプユニット設置の

場合はキ2,250千円/施設

鋤 ごと1だあたり

老人保健施設

養護老人ホーム

老人短期入所施設(併設を含む)

有料老人ホーム

軽費老人ホーム

生活支援ハウス等

市町

小規模多機能型居宅介護事業所

小規模特別養護老人ホーム

小規模老人保健施設

認知症高齢者グループホーム

複合型サービス事業所

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、小規模

多機能型居宅介護事業所、複合型サービス

事業所、生活支援ハウス等

自動火災報知設備整備

300ポ未満 1,000千円

対鬱筋街設ごと消防機関へ通報する火災報

知設備整備

500ポ未満 300千円

2.県が指定や届出の権限を持つ有料老人ホーム等において、スプリンクラー整備のために借り入れた資金に封し、利子助成

を実施《平成 25年度 9月補正予算》

①県において指定や届出の権限を持つ施設で、平成 25年度にスプリンクラー設置のために100万円以上の借入を行う

施設 (18施設を見込む)。

②利子助成 3.0%を上限

③対象:平成 25年度スプリンクラー整備に係る借入鋤成期間:平成 25～34年度償還分)

<事業実績>
平成 29年度

平成 28年度

平成 27年度

利子助成

利子助成

利子助成

174千円

2H千円
247千円

苦情処理業務支援事業費

<事業目的>
国保連合会が行う、介護保険に関する苦情処理に係る経費の一部を助成する。

<事業内容>
国保連合会が介護サービス事業者に封する利用者からの苦情について受け付けて調査を行い、改善の必要がある事業者

について指導、助言を行う。

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 821千円
根拠法令等 介護保険法

平成 29年度予算 821千円

<事業実績 >
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平成 29年度

平成28年度

平成27年度

苦情相談件数 18件、うち申し立て件数 2件、苦情処理委員会の開催 2回

苦情相談件数 16件、うち申し立て件教 0件、
~古
晴処理委員会の開轡まし

苦情相談件数 16件、うち申し立て件数 0件、苦情夕と理委員会の開催なし

運営適正化推進事業費

<事業目的>
介護保険制度において、サービスを提供する事業者を県が指定し、その事業内容について指導等を行う。

<事業内容>                                             |
居宅サービス事業者・居宅介護支援事業者や介護保険施設の介護サービス事業者指定の情報を提供するとともに、事業者

に対する集団指導(中核市は別途実施l等を実施する。

<事業実績>
○集目指導 平成29年度

平成28年度

平成27年度

1,179事業者

1,230事業者

1,613事業者

財政安定対策費

<事業目的>
保険者の予測を上回る介護給付費の伸びや、通常の努力を払つてもなお生じる保険料未納による介護保険財政の赤字につ

いて、県に設置する「長崎県介護保険財政安定化基金」から資金の交付及び貸付を行い、介護保険財政の安定化に資する。

加えて、第 6期介護保険料増加の抑制を図るため、一部基金を取崩し、その額の 1/3を市町へ交付し、1/3を国へ納付し、

1/3を県の地域福祉基金に積み立てて介護保険に関する事業に充てる。

<事業内容>
・貸付事業

貸付は、年度を単位とした保険料収納率低下と給付費増による赤字に封して毎年度行う。

要件:1年度目と2年度目は、その年度に財政不足が見込まれること。3年度目は、事業運営期間を通じた財政不足が見

込まれること。

貸付額は財政不足額を基礎として算定されるが、財政不足見込額の1割の範囲内で増額が認められる。

・交付事業

交付は、事業運営期間を単位とした保険料収納率低下による赤字について、3年度目に行う。

要件:事業運営期間 3年間を通じて、①保険料不足(保険料収納額の実績が予定額を下回る)と、②財政不足(基金事業

対象事業についての収入額が費用額を下回る)が見込まれる場合。原則として探険料不足額の 1/2が交付され、

財政不足額が保険料不足額よりも少ないときは、財政不足額の 1/2が交付される。

負担割合 国 1/2 県  1/2
平成30年度予算 4,560千円

根拠法令等 介護保険法
平成29年度予算 9,928千円

実 施 主 体 県 負担割合 国 1/3 県 1/3 市町 1/3

平成30年度予算 2,533千円
根拠法令等 介護保険法第 147条

平成29年度予算 2,532千円

<事業実績>
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平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

貸 付 額l保険秘効 なし なし なし

交 付 額(保院秘効 なし

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 18,847,824千 円
根拠法令等 介護保険法第 123条

平成 29年度予算 18,846,812千 円

○ 平成 29年度末現在の基金残高 :2,532,847,199円

介護保険法定給付対策費(介護鮒 費負担金l

<事業目的>
介護保険制度において、介護給付等に要する費用l不可用者本人負担を除く保険給付部分)の 50%を保険料で、残り50%を公

費(国 :施設給付分 20%、 その他給付分 25%、 県 :施設給付分 17.5%、 その他給付分 12.5%、 保険者(市口丁l:施設給付分

12.5%、 その他給付分 12.5%)で、負担を行う。

(D施設給付分……介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るもの

<事業内容>
介護給付費に係る県費負担金の交付。

<事業実績>
平成 29年度

平成 28年度

平成 27年度

平成 26年度

18,314,144千 円 (実績)

18,239,643千 円 (実績 )

18,078,066千 円 (実績)

17,942,735千 円 (実績)

介護保険法定給付対策費(低船 都 険料軽減負担a

<事業目的>
第 1号被保険者のうち介護保険料の所得段階が第1段階に該当する者の保険料軽減に要する費用について、公費(国 1/2、

県 V4、 保険者(市町)1/4)で、負担桁 う。

<事業内容>
低所得者保険料軽減に係る県費負担金の交付。

<事業実績>
平成 29年度 :86,186千円(介護給付費負担金予算で対耐

平成28年度 :87,203千円分護給付費負担金予算で対内

平成27年度 :88,560千円の護給付費負担金予算で武痣 )

介護職員処遇改善加算取得促進特別支援事業

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 97,976千円
根拠法令等 介護保険法 124条の 2

平成 29年度予算 91,308千円

実 施 主 体 県 負担割合 口∃   10/10
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平成 30年度予算 5,915千円
根拠法令等 介護保険事業費補助金交付要綱

平成29年度予算 25,804千円

<事業目的>
介護事業者の介護職員処遇改善加算の取得を促進するため、新たに創設される加算区分の周知及び加算取得に向けた手

順や手法の説明、また、加算取得のため、専門家等からの助言や指導を受ける機会を提供するなど、加算取得に向けた介護

事業所の取組の支援を行う。

<事業内容>
(1)制度の周知・広報:事業所や介護職員向けのリーフレット等の配布、連絡会議等の実施

(2)事業所への助言・指導 (委託):定期的な相談員の派遣等により、加算取得に必要な賃金規定等の具体的手順や、

規定の内容等に係る個別の助言・指導を行う。
,(3)審査体制の確爆 :審査業務等を滞りなく実施するため、非常勤職員を雇用する。

<事業実績>

平成 29年度

個別相談 35事業所

介護録険審査会運営事業費

<事業目的>
保険者が行つた行政処分に紺する不服申し立ての審理・裁決を行う第二者機関を県に設置することで、介護保険制度の円

滑な施行に資する。

<事業内容>
1.長崎県介護保険審査会の構成

被保険者を代表する委員3名、保険者を代表する委員 3名、公益を代表する委員 18名  計24名
2.委員のイ壬期

3年

3.要介護認定又は要支援認定に関する処分に封する審査請求の審理

公益を代表する委員 3名や騰成する合議体において審理する。

4.上記以外l保険料その他の徴収金に関する処分0に対する審査請求の審理
被保険者を代表する委員3名、保険者を代表する委員3名、公益を代表する委員3名の計9名で審理する。

<事業実績>
平成29年度開催回数

平成28年度開催回数

平成27年度開催回数

3回
1回
1回

介護支援専門員関係事業費

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成30年度予算 5,334千円
根拠法令等 介護保険法第 183条、第 184条

平成29年度予算 5,866千円

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成30年度予算 3,624千円
根拠法令等 介護保険法等

平成 29年度予算 3,743千円
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<事業目的>
要介護者等の支援において中核的な役割を担う介護支援専門員に対し、実務経験の有無、経験年数等に応じた研修や

資格更新のための研修を体系的に実施し、利用者本位、自立支援、公正中立等の理念の徹底とケアマネジメント技術の向上

を図る。

<事業内容>※平成 18年度からスタート
1.介護支援専門員実務研修

介護支援専門員として必要な知識、技能を有する介護支援専門員の養成を図る。介護支援専門員実務研修受講試験に

合格した方を対象とする。

2.介護支援専門員専門研修

経験年数に応じた専門知識、技能の修得を図る。実務就業後 6ヶ月以上の方を対象とする「専門研修課程 I」と、3年以上

の方を対象とする「専門研修課程Ⅱ」に区分されている。

3.介護支援専門員再研修

介護支援専門員として実務に就いていない方、又は一定期間実務から離れている方が実務に就く際に、必要な知識・技能

の再修得を図る。

4.介護支援専門員更新研修

介護支援専門員証に記載される有効期間の更新のために受講する必要があり、定期的な研修受講によつて知識・技術の

保持、向上を図る。

5。主任介護支援専門員研修

他の介護支援専門員に封する助言・指導などケアマネジメントが適切に提供されるために必要な業務に関する知識・技能

の修得を図るとともに、地域包梧ケアシステムの構築に向けた地域づくりを実践できる主任介護支援専門員の養成を図る。

6.主任介護支援専門員更新研修

主任介護支援専門員研修修了証明書の有効期限の更新時に併せて、研修の受講を課することにより、継続的な資質向上

を図るための定期的な研修受講の機会を確保し、主任介護支援専門員の役割を果たして行くために必要な能力の保持・

向上を図る。

<事業実績>
平成 29年度:修了者数 1,288人
・開催状況

実務研修:1か所、専門I(更新【経験】):3か所、専門Ⅱ(更新【経験】):6か所、主任 :1か所、主任更新:1か所、

再研修・更新 (未経験):4か所

平成 28年度:修了者数 1,006人

平成 27年度:修了者数 1,267人

保険者指導費

<事業目的>
各市町(保的 の適工事業運営を図るため、指導。助言を行う。

<事業内容>
各保険者への適正な事業運営のための指導l常J度周知、事務処理の効率化など全般l

<事業実績>
平成 29年度:実地指導録険者数

平成 28年度:実地指導録険者数

19録険者

19保険者

実 施 主 体 県 負担割合 県  10/10

平成 30年度予算 3,855千円
根拠法令等

介護保険法 5条第 2項、第 197条第 1項

地方自治法第245条の 4平成 29年度予算 4,229千円

144



実 施 主 体 県 負担害J合 国 1/2 県  1/2
平成30年度予算 6,837千円

根拠法令等
認定調査員研修実施要綱、介護認定審査会委員研修実施

要綱、主治医研修実施要綱 ほか        ――平成「29年度予算 6,921千円

平成 27年度 :実地指導保険者数 :19保険者

認定従事者等研修事業費

<事業目的>
客観的かつ公平・公正な要介護認定の事務が行われるよう、認定調査員、介護認定審査会委員、主治医等に封する研修を

実施し、円滑な介護保険制度の施行に資する。

<事業内容>
1.認定調査員研修

認定調査に従事しようとする者及び現に認定調査に従事している者が、要介護認定における公平。公正かつ適切な認

定調査の実施に必要な知識や技能を修待するために研修(新規・現イ壬lを実施する。

2.介護認定審査会委員研修

介護認定審査会の委員に新たに就任しようとする者及び現に審査判定に従事している者が、要介護認定における公

平・公正かつ適切な審査判定に必要な知識や技能を修得するために研修(新規。現イ壬lを実施する。

3.主治医研修

要介護認定の際の判断資料となる主治医意見書の作成が適切に行われるよう、主治医を封象に研修を実施する。

4.介護認定審査会運営適正化研修

市町職員等介護認定審査会の運営に関わる者が介護認定審査会の適正な運営を図るために必要な知識、技能を修

得すること並びに介護認定審査会における審査判定手順等の適正化及び平準化を図るために研修を実施する。

<事業実績>
○研修の開催回数及び受講者数

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

認定調査員研修(新婉 2回(89人 l 2回(116人 l 2回(155人l

認定調査員研修(現任l 6回(346人l 6回1383人 l 6回1389人l

介護認定審査会委員研修(新動 1回(35人 l 1回(74人l 1回(36人 l

介護認定審査会委員研修(現イ壬l 6回(390人l 6回1335人 l 6回1404人l

主治医研修 6回(306人l 7回1320人 l 5回1207人)

介護認定審査会運営適正化研修
(H19までは介護認定平準化聰

1回(25人 l 1回(25人l 1回(28人 l

低所得者等対策特別措置費

<事業目的>
介護保険制度が施行されるにあたり、従来、老人福祉施策又は障害者施策として実施していた事業から介護保険制度に移

行する過程において、急激な負担の増加とならないよう、また、制度改正に伴う本人負担額の激変緩和措置として低所得者に

公費助成を行い、制度の安定化を図る。

実 施 主 体 県 負担割合 国 1/2 県 1/4 市町 1/4

平成30年度予算 10,794千円
根拠法令等 長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱

平成29年度予算 10,507千円

<事業内容>
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1.障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業

(封象者)障害者自立支援法によるホームヘルプサービスの利用において境界層該当として定率負担額が0円となつてい

る者であつて、平成 18年 4月 1日以降に次のいずれかに該当することとなつた者

ア 65歳到達前のおおむね 1年間に障害者施策によるホームヘルプサービス(居宅介護のうち身体介護

及び家事援助)を利用していた者であって、65歳に到達したことで介護保険の姑象者となった者

イ 特定疾病によつて生じた身体上又は精神上の障害が原因で要介護又は要支援状態になつた 40歳か

ら64歳までの者

lttU用者警宝‡⊃0%(0円 )

2.社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業

(姑象者)次のすべてを満たす者のうち市町等が認めた者

・年間収入が単身世帯で150万円(世帯員 1人増ごとに50万円加算)以下

・預貯金等が単身世帯で350万円(世帯員 1人増ごとに100万円加算)以下

・日常生活に供する資産以外に活用される資産がない

。負担能力のある親族に扶養されていない

。介護探険料を滞納していない

l不J用者負担渾U用者負担 25%軽減帥 祉年金受給者は50%軽減、生活保護受給者は錮

3.離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業

(封象者)離島等地域に所在する社会福社法人等が提供する訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び介護

予防訪問介護を利用した、市町村民税本人非課税の者であつて上記 1及び2の措置を受けていない者

ΥJ用者負慟利用者負担 1%軽減(10%→ 9%)

4.中山間地域等の地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業lH21年度～)

(紺象⊃中山間地域等の地域に所在する小規模事業所(社会福祉法人りが提供する訪問介護、定期巡回・随時姑応型

訪問介護看護及び介護予防訪問介護を利用した、市町村民税本人非課税の者であつて上記 1及び2の措置

を受けていない者

lttU用者負押_lttU用者負担 1%軽減(10%→ 9%)

<事業実績>
○事業費及び対象者数

離島高齢者支援事業費

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

障害者ホームヘテレプサービス利用者に封する支

援措置事業

329千円

( 6人)

189千円

( 5人l

0千円

( 0人 l

社会福祉法人等による生計困難者に対する介護

保険サービスに係る利用者負担軽減制度事業

7,261千円

(394人l

5,844千円

(368人l

5,962千円

●66人 l

離島等地域における特別地域カロ算に係る利用者

負担軽減措置事業

733千円

(665人)

795千円

に93人l

778千円

Q82人l

中山間地域等の地域における加算に係る利用者

負担額軽減措置事業

0千円

( 0人l

0千円

( 0人l

0千円

( 0人 l

実 施 主 体 県 負担割合
県実施 事業

(市町実施事業

国 1/2、 県 1/2

国 1/2、 県 1/4、 市町 1/41

平成 30年度予算 267千円
根拠法令等 介護保険事業費補助金交付要綱

平成29年度予算 312千円
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<事業目的>
介護保険サービスの確保が困鄭な離島や山間等の過疎地域において、当該地域の特J性に応じた施策を実施すること1こより、

介護保険サービス提供体制の充実を図ることを目的とする。

<事業内熔>
県が委員会を設置し、離島等地域の実情を踏まえたサービス確保等のための具体的な方策・事業を検討、提示し、これを受

けて当該地域の市田「が地域の実情にあった事業を試行的に実施し、もって、介護保険故―ビスの確保を図る。_

<事業実績>
平成29年度:検討委員会の開催

平成29年度:検討委員会の開催

平成29年度:検討委員会の開催

平成28年度:検討委員会の開催

平成27年度:検討委員会の開催

平成 29年 7月 12日

平成 29年 11月 6日

平成 30年 3月 23日

平成 28年 11月 11日

平成 27年 9月 1日

出席委員数 12人

出席委員数 12人

出席委員数 12人

出席委員数 13人

出席委員数 16人

介護サービスJl青報の公表事業

<事業目的>

職員体制や利用料金等の基本情報項目とサービスの内容等の運営情報項目について、事業者から報告を受け、基本情報

項目及び運営情報 (旧調査情報項目)を公表することにより利用者やその家族等がサービス事業者を適切に選択でき、ひい

てはサービスの質の向上に資することを目的とする。

<事業内祭>
1.介護サービス情報公表制度の周知

新制度施行に向けて、事業者等への見直し内容等について、集団指導等により周知を図る。

(以下平成22年度までの事業l

2.調査員指導者養成研修の実施

調査員指導者を養成するために、調査員指導者養成研修(中期 へ派遣する。

3.調査員養成研修の実施

介護サービス情報公表にかかる調査員を養成する。

<事業実績>

在宅医療対策

実 施 主 体 県 負担害J合 国 1/2  県  1/2
平成30年度予算 1,292千円

根拠法令等 介護録険法
平成29年度予算 1,292千円

平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度

① 介護サービス情報公表事業数(種
月1)

53イ牛 53イ牛 52イ牛

② 調査員養成研修終了者数
③ 調査員指導者養成研修終了者数
④ 介護サービス情報公表件数 3,133件 3,051件 2,599イ牛

実 施 主 体 県 負担割合 国 1/2  県  1/2
平成30年度予算 千 円

根拠法令等 介護保険法
平成 29年度予算 2,020千円
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<事業目的>
在宅医療の連携について検討する協議会もしくは、その設置のための会議を適宜開催するなどして、地域における在宅医

療に関する医療機関等の連携を推進し、適切な在宅医療の提供を図る。

<事業内容>
在宅医療圏域を設定し、医師会等と連携・協力のもと長崎県在宅医療推進協議会及び医療圏域毎の在宅医療推進協議会を

設置し、県全体やそれぞれの医療圏に応じた、在宅医療の在り方について協議を行い、住み慣れた自宅や地域で療養生活が

できる体制づくりを推進する

<事業実績>

内容 H27 H28 H29

長崎県在宅医療推進協議会 1 3

長崎県在宅医療検討委員会 2

在宅歯科診療ネットワーク構築事業(地域医療介護総合確保基金事業)

<事業目的>   .
在宅療養者の生活の質の向上を図るため、地域に拠点となる在宅歯科医療の連携窓口を設置することによつて、療養者やそ

の家族等のユーズに応え、地域における在宅歯科医療の推進及び他の分野との連携体制の構築を図り、もつて在宅医療の推

進を目的とする。

<事業内熔>
在宅療養者の生活の質の向上を図るため、地域に拠点となる在宅歯科医療の連携窓口を設置し、ケアマネージャーや訪問

看護師等の多職種と連携を図りながら、早期の歯科受診につなげ、在宅における要介護者の口腔ケアを向上させていく仕組み

づくりを支援する。

<事業実績>
内容 H28 H29 備考

在宅歯科医療拠点の設置数 (箇所) 3 3 設置地域:長崎市、佐世保市、島原市

連携病院 (施設)での訪問歯科診療実施数 (回 ) 39 26

在宅医療確保推進事業(地域医療介護総合確保基金事業)

<事業目的>
在宅医療を展開するうえで関係する機関、職種間の連携が重要であること、また、地域住民の在宅医療への不安も解消させ

ていく必要があることから、地域の案情に応じた連携の中心となり、一方で在宅医療について住民からの相談へも対応できる拠

点恕整備することで、地域の在宅医療提供体制の強化を図る。

実 施 主 体 県 負担割合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 7,922千円

根拠法令等 地域医療介護総合確保促進法
平成 29年度予算 7,387千円

実 施 主 体 県 負担害J合 国 2/3  県  1/3
平成 30年度予算 千円

根拠法令等 地域医療介護総合確爛足進法
平成 29年度予算 15,704千円

<事業内容>
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・在宅医療圏域ごと(都市医師会)に、コーディネーターを配置し、在宅医療の連携業務とともに在宅医療に関する住民から

の相談、支援にあたるセンターを整備するこ

<馨 鎌 >
・平成 29年度 :センター設置なし

・平成 28年度:大村市医師会、島原市医師会にセンターを設嵐
。平成 27年度:大村市医師会、島原市医師会にセンターを設胤
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